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且｡まえがき

米国地質調査所(U.S.Geo1ogica1Su岬･y;USGSと略

称)は米国連邦政府内務省(DepartmentoftheInterior)

･白波瀬輝夫

TeruoS亙I跳亘AsE

に属し省内で最大の科学的機構である.

米国内務省は天然資源を主として扱う省でありその

機構図(第1図)にみられるようにUSGSは鉱山局

土地改良局と共に水資源･科学部門として位置付けられ

他の国土･鉱物資源管理部門魚･野生動物国立公園

部門などと並んでいる･このようにUSGSが国土･

鉱物資源･自然物をいわば一体としてそれらの開発･

利用･保護の面で管理する省に属することはその性格

にとって犬きた意味をもっている.

USGSの設立はふるく1879年にさかのぼりその目

的は国土の地質･鉱物資源を調査し関連する連邦機関
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第2図

米国地質調査所の機構図(1985)･機構ユニットの訳名は総部(Division)部(O舐ce)課(Branch)･

室(0筋ce)とした.総部は規模からいえば局に相当するが内務省の内局(Bureau)とまぎらわしいので使用はさげた
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源保全総部(ConservationDivision)が海洋鉱業を扱う

鉱物資源管理局(Min･ra1sManag･mentServi･･)として

分離独立したあと地質総部のたかの海洋地質部とエネ

ルギｰ資源部の合併あるいは各部(O茄｡e)のたかの課

(Branch)･室(0揃｡e)の整理だと大規模た改組が行わ

れ現在の機構とたった.

USGSの全国本部(Nationa1亘eadquarters)は首都

ワッソトソ市の西25マイルの地バｰジニア州レストソ

にありその任務は3つの主要計画事業部門である

国土地図総部地質総部および水資源総部によって遂行

されこれらの計画事業は管理総部と情報システム総部

によって支援される.

全国本部には所長室次長補スタッフ室があり

USGSの任務の国家レベルでの調整が行われる･各総

部長室とそのもとにある各部の本部組織もここにおかれ

ている.総部長は計画事業の発案企画実行およ

び評価について所長から委任された任務を遂行する｡

人事政策および予算調整に関することがらは副部長

副部長補および各スタッフが分担している.各部長は

特定のグルｰブの活動の一般管理とその活動に関係す

る資金と人材の配分を行い総部長への報告を行う.

計画事業の業務は50州とフエルト･リコを含む全国

各地におかれた200余りの出先組織(Fie1dorganization)

によって遂行される.地質総部の場合これらは29の

課からたっておりバｰジニア州レストソコロラド州

レイクウッド(デンバｰ/ゴｰルデン地域)カリフォルニ

ア州メソロパｰクの各地域センタｰマサチュｰセッツ

州ウッズホｰルアリゾナ州フラグスタップアラスカ

州アンカレッジの出先センタｰあるいはそれらの近くに

おかれている.各課長は課の目標に応じた科学的計

画の立案と調整課内部での計画業務の実施そして課

の予算人事管理に責任を負いまた各々の部長に直接

報告する.課長はこのように計画業務の実施の中核的

存在であるがUSGSでは4年程度を任期として終了

後は再び研究プ属パｰに戻るという独得の交替制度をと

っており研究の継続的な活性化に役立っている･

第1表USGSの人員(常勤･非常勤職員全体)

(USGSProgramActivities,1984による)

職能別

地質学者

地球物理学者

化学者

水文学者

地図学者

工学者

技術者

管理･事務員

その他

地域別

1,482人
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全国本部

東部地域

中央部地域

西都地域

部門別

1,413人

㌮㌷�
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3｡人員

水資源総部

地質総部

扇土地図総部

情報システム総部

所長室/管理総蔀

4,593人
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㈮��
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1984財政年度におけるUSGSの人員は常勤職員

7,884人非常勤職員3,501人で総計11,385人である.

その職能別地域別部門別の人員構成を第1表および

第3図に示す.また地質総部の同様な人員構成

(1983年度)を第4図に示す.

常勤職員の数は1973年以来9千数百人のオｰダｰを

保っていたが1982年度末に旧資源保全総部が鉱物資源

合計

11,385人

管理局へ移管とだったことに関連して約2100人が減少し

1983年度から現在の水準の人員数とたっている･常勤

職員のうちほぼ半数以上が専門の科学者(Professiona1

scientists)でXが技術者(Technicians)である｡前

に述べたように常勤職員の数はほぼ一定しており緊急

の仕事にさいしては下請けに委託したり非常勤職員を

補充したりしている.

1973年以降非常勤職員の数は倍増しておりこのた

かには大学の教官や学生多分野からの夏期臨時就業

者だとも含まれている･非常勤職員が職能別でみると

主として技術者ついで管理･事務員として就業してい

ることがUSGSの常勤･非常勤を含む人員構成(第3

図)と地質総部の常勤者のみの人員構成(第4図)との

比較から明らかである.

4.予算

USGSの予算は2つの主要財源から得られる.つま

り議会で承認される直轄事業費(Directappropriations)

と他の連邦省庁州および地方庁その他の団体との

契約にもとづいて実施する仕事に対して支払われる受託
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地質学者

地喋物理学着

化学者

水文学者

地図学者

工学者

技術者

管理･事務員

その他

総計11,385人

全国本部

東部地域

中央部地域

西部地域

部門別%

�

㌴

�

総計11,385人総計11,385人

水資源総部

地質総部

国土地図総部

情報システム総部

所長室/管理総部

第3図USGSの人員(常勤･非常勤職員全

体)(USGSProgramActivities,

1984による)

事業費(Reimbersements)である.受託事業は委託

者の要求に応じて専門的た知識を提供するものでその

さい費用分担(Co･t･haring)のかたちなどで事業が行

われる･このほか最近にたって民間たどからの寄付に

よる財源も制度的には可能にたったといわれ1984年度

予算で50千ドルが計上されていたがその後はみられ

たい.

USGSの1980～1985年度までの直轄事業費受託事

業費の財源別および事業項目別にみた予算の推移を第2

表第3表および第5図に示す.全体としてみれば

職能別■%地域別%

�

�

�

�

�

地質学者

地球物理学者

化学者

技術者

管理･事務員

その他

�

�

㌷

㌴

総計約2,1OO人総計約2,1OO人

第4図地質総部の人員(常勤職員)

1987年12月号

全国本部

東部地域

及び外国

中央部地域

西部地域

予算総額は減少ないし頭打ちでありとくに直轄事業費

にその傾向が強い･これに対して受託事業費は増加傾

向にある.

USGSの1985年度の総予算は二604,664千ドルでその

うち直轄事業費が417,021千ドル(69形)受託事業費が

187,643千ドル(31%)である(第2表).直轄事業の部

門別内訳げと受託事業費を合わせた予算を第6図に示

す･3つの計画事業部門で受託事業費の占める割合に

差があることが明瞭で水資源総部では44%に達してい

る･直轄事業費の事業項目別の予算を第4表に示す.

ここで部門別項目とその内訳けが表わさ

れている･部門別項目のI国土地図作

部門別%

成･地理調査および測量は国土地図総部

n地質･鉱物資源の調査および地図作成

28.1鉱物資源部は地質総部そして皿水資源調査は水資

源総部の予算をそれぞれ示している.

㈰�

地震･火山

工学部

��

エネルギｰ･

海洋地質部

��

地域地質部

��

㌲

総計約2,1OO人

科学出版部

国際地質部

総部長室

5.任務と目的

USGSの'任務と目的は絶えず見直し

と明確化が行われている･1986年に出

された“米国地質調査所の目的"(USGS

Circular1010)はその最新版でありUS

GSが現在指向するものを知るため紹介

しておく･第7図はUSGSが国家的

要求に対してどのように答えていくかを

概念的に示している.つまりUSGS

に期待される国家的要求の確認→そのた

めの活動を保障する法的権隈の付与→任�
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第2表鵬GSの予算の推移1980～1985財政年度,事業項目･財源別1)

(単位は千ドル合計は概数のため合わ肢い)(USGS1985,Yearbookによる)

マ

総計

直轄事業費

受託事業費

州郡市町

非連邦各種財源

他連邦機関

�㈮��

���㌀

�㈮�㌀

���

���

��㈷

����
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�㈮㈹�

���

㈱��

���

����

417.0212〕

���㌀

���

㈶��

�㈬��

国土地図作成地理

調査及び測量

���

�����㌳

���

�㈮�����

地質･鉱物資源及び

地図作成

直轄事業費

受託事業費

州郡市町

非連邦各種財源

他連邦機関

�㌮��

���㌀

���

�　

���

㌴��

㈰�㈸�

�㈮��

��㌱

��

���

㌱��

㈱㈮㌵�

�㌮��

��㈴

�　

���

㌱�〰

㈰���

���　

��㈷

�　

���
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㈱���

��㌵�

��㌰

��

��㌰
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㈱���

����

���

���
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水資源調査�184,871�194,O16�190,096�199,697�220,390�238,131

土地･鉱物資源保全�106,395�127,O01�130,468���

地球科学応用部�23,734�23,205�20,853�18,452��

アラスカ国家石油備蓄�169,845�107,OO1�2,196���

一般管理費�3,776�3,896�3,407�16,313�15,962�15,354

施設費�12,273�11,909�10,093�9,167�10,608�13,089

他会計への各種事業�4,907�5,266�4,236�7,917�6,186�6,O14

バ同一地域ガス事業����6,400�13,000�

注1)鉱物資源管理局(資源保全総部から分離独立)の1982年度予算を含む.

2)直轄事業費は当該年度分416,365分子ドル不明確分86千ドノレ及び義務のない移行勘定分567千ドルを含む､

各事業部門のうちr地質･鉱物資源及び地図作成｣のみ直轄受託費の内訳けを示し他では省略してある.
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第5図USGSの予算の推移(1980-

1985年度).

上は総額下はその中の他

連邦機関からの受託事業費

を示す.

工98019811982198319841985

(年度)
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策3表皿SGSの他連邦機関からの受託事業費1〕予算の推移,1980-1985財政年度･省庁別

(USGSYearbook,1985による)(単位は千ドノレ)

マ

総計�79,326�78,395�76,675�85,958�95,349�102,114

農業省�3,878�3,567�2,675�2,774�2,770�3,066

商務省�276�����

国立海洋大気局�2,388�823�1,781�5,750�6,139�6,876

オザｰクス地域委員会�76�����

国防省�17,447�18,490�21,459�25,429�33,707�31,883

エネノレギｰ省�14,406�10,885�1O,529�5,858�13,828�15,893

ボンネビル電力局�61�81�75�103�120�132

住宅都市開発省�302�188����

内務省�22,926�22,553�30,328�23,955�16,167�19,859

インディアン間題対策局�9,295�3,999�5,O01�4,796�4,299�5,530

国土管理局�7,807�13,800�10,551�7,150�3,446�2,900

鉱山局�297�299�275�200�56�54

土地改良馬�2,257�2,231�1,800�3,411�3,524�8,510

鉱物資源管理局����5,284�2,347�744

国立公園局�818�1,121�1,015�1,957�1,037�1,122

長官室�203�154�100�223�244�17

露天採炭問題対策室�1,563�469�1,176�606�95�90

魚･野生動物局�686�480�410�328�1,119�892

国務省�2,449�2,272�3,445�573�700�619

運輸省�291�273�500�483�600�458

環境保護庁�2,645�1,259�675�883�1,012�1,476

国立航空宇宙局�2,793�5,065�3,885�3,716�3,999�3,979

国立科学財団�1,211�2,O01�1,958�1,300�774�242

原子力規制委員会�1,325�1,781�1,544�2,272�2,003�1,236

テネシｰ川流域開発公社�243�317�290�151�250�247

その他の各種連邦機関�2,105�3,717�3,431�4,882�6,334�9,554

他会計への各種事業�4,556�5,204�4,175�7,821�6,036�5,977

訳注1)原文はreimbersib1eprogram,費用を補償される事業計画で他省庁次どからの移L替えあるいは受託調査予算などを含

むがここでは受託事業費と訳しておく.

務の確立→目的の決定→具体的目標の設定→計画の準備

→資金の予算承認→研究の遂行→国家的要求の充足と

いう過程である1ここでは任務国家的要求目的

法的確隈の付与についてのべる｡

1)任務(Mission)

USGSがそれを遂行するために権限と資金を与えられ

る役割を指し.つぎのように観定している･USGSの

任務は国土の天然資源の賢明た管理に貢献しかつ国

民の健康安全福祉を向上させる地質学･地形学･水

文学的情報を提供することである･この情報は水

エネルギｰと鉱物資源土地表面地下の地質構造およ

び地球の動的た過程についての地図類デｰタベｰスお

よび記載と解析からたっている｡

さらにUSGSの各部門が担う任務はつぎのように要

約される.国土地図総部は地理･地図情報地図類

1987年12月号

技術援助を与え国家の要求に答える関連研究を実施す

る.地質総部は国土および領土の土地資源エネルギ

ｰ･鉱物資源および地質災害に関する地質学･地球物理

学･地球化学的情報を提供する･水資源総部は国の水

資源をたす地表水地下水の起源量質分布移動

に関する庸報を提供する･情報ツステム総部はUSGS

の情報技術および自動化デｰタ処理に関連するすべての

ことがらについてUSGSおよび内務省に指針と助言を

与える.管理総部は財務人事契約交渉および管理

財産および土地管理組織と方法マネジメント解析お

よびその他の管理サｰビスをUSGS全体に提供する.

2)国家的要求(Nationa1needs)

効果的で聰明た決定を行うために地球科学的情報を必

要とする問題の例でありエネルギｰ鉱物水土地

食料と繊維住居と交通健康と安全国家安全保障に�
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部門肌%地質総部%

水資源総部%

国土地図総部

�

�

㌶

㌹

�

国土地図総部

地質総部

水資源総部

･一般管理費

施設費

その他

㈴

�

22一

�

ユ1

�

地質災害

国土資源

鉱物資源

エネルギｰ資源

海洋資源

受託事業費

㈷

㈱

�

�

�

連邦計画

連邦/

州共同計画

大学助成計画

功峠し/水文学

蒙託事業費

㌳

�

�

�

㈶

基本図作成

デジタル式地図

小･中縮尺･特殊地図

'地図技術近代化

地球資源観測システム

地図技術･地割青報

側方監視レｰダｰ

受託事業費

締十604,664千ドル総計216,921千ドル繍十238,131千ドル織十115,155千ドル

第6図USGSの予算(1985年度部門別).

各総部の直轄事業項目は略称詳Lくは第2及よび4表を参照.(USGSYearbook,1985より作成)

関係するとしている.

3)目的(Goa1s)

USGSがその任務を果たすために達成することを計画

し地球科学の知識に対する将来の要求に向けて努力を

集中していく望ましい状況過程および成果を指し

以下のようだ項目をあげている.

地形図作成

地質的枠組に関する知識の向上

エネルギｰおよび鉱物資源の評価

水資源の評価

水利用に関する知識の向上

エネルギｰ･鉱物資源形成過程に関する理論の展開

水文学的過程の理解の増進

国家的

要求の確認

法的確眼の

付与

地理学的過程に関する知識の向上

全地球的･国際的地球科学知識の増進

地理情報システムの開発と維持

災害予測能力の向上

地質学的･水文学的事変と状況に関する好時機の報告

地球科学のデｰタ収集研究地図作成の調整の改善

地球科学情報の標準の確立

情報普及の向上

外部機関への地球科学的研究の研修と援助

USGSの任務の効果的遂行のための支援

4)法的権限の付与

USGSの活動に権限と資金を与える根拠とたる各年度

政府予算関連法令やさまざまた行政命令を含むいくつか

一'

要求の充足

第7図国家的要求に対してUSGSがどのよう

に答えるかを示す概念図.

(USGSCircu1ar10101985による)､

地質ニュｰス400号�
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策4表

USGSの1985年度予算(直轄事業費)

(USGS1985,Yearbookによる)

単位:千ドル

項目�予算�項目�予算

I国土地図作成地理調査及び測量�85,469�皿水質資源調査�132,844

1.基本図作成･改訂�38,070�1.全国水資源デｰタシステム連邦計�

��画�63,565

2.デジタル式地図作成技術�11,242�(1)デｰタ収集･解析'�16,899

3｡小･中縮尺･特殊地図作成�16,323�(2)全国水資源デｰタ交鍍�1,318

(ユ)中縮尺地図作成�2,538�(3)地域帯水層系解析�14,401

(2)小縮尺･特殊地図作成�2,136�(4)全国水資源デｰタ活動調整�962

(3)連邦鉱物国土冑報�984�(5)コア計画水文学的研究�7,432

(近)土地利用･土地被覆地図作成�3,368�(6)改良機器技術�2,023

(5)画像地図作成�4,297�(7)水資源評価�1,377

4.地図技術近代化�4,701�(8)支援業務�3,358

5.地球資源観測システム�9,594�(9)有害物質の水文学的挙動�10,956

(1)デｰタ生産･普及�4,670�⑩酸性雨�3,151

(2)応用･研究�4,924�ω環境問題�768

6.地図作成技術･地理冑報�3,579�⑫水資源科学庸報センタｰ�920

7.SLAR(航空機搭載側方監視レｰダｰ)�1,960�2.連邦一州共同計画�51,679

]I地質･鉱物資源の調査及び地図作成�169,762�(1)デｰタ収集･解析地域的評価�

��特別研究�43,379

1.地質災害調査�51,206�(2)水資源利用(共同)�3,915

(1)地震災害防止�36,696�(3)石族採掘地の水文学(共同)�4,385

(2)火山災害�11,425�3.水資源研究大学助成計画�8,797

(3)地盤差別移動と建設物災害�3,085�4.エネルギｰ開発に伴う汚染物質の水文学的挙動�8,803

2.国土資源調査�20,450�(1)石炭採掘地の水文学�977

(1)地質構造�17,260�(2)核廃棄物処理地の水文学�7,494

(2)地磁気�2,184�(3)オイルツエｰル採掘地の水文学�332

(3)気候変化�1,O06�Iv一般管理費�15,244

3.鉱物資源調査�45,740�(1)管理職指導費�4,951

(1)アラスカ�9,401�(2)管理運営費�8,655

(2)隣接州�5,873�(ε)労働省への支払い補償費�1,638

(3)未開地鉱物調査�8,391�V施設費�13,049

(4)戦略的･重要鉱物�9,349�(1)本部一標準使用者負担�11,329

(5)ウランｰトリウム調査�4,212�(2)本部一施設管理�1,720

4.エネルギｰ地質調査�30,221�総計�416,368

(1)堆積盆の進化�5,106��

(2)石炭調査�8,334��

(3)海底石油･ガス調査�4,690��

(4)オイルシェｰノレ調査�565��

(5)地熱調査�7,314��

(6)ウランｰトリウム調査�4,212��

5.海洋地質調査�22,145��

(1)海域地質構造�22,145��

ユ987年12月号�
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の法律が関係する､

そのもっとも基本的たものが地質調査所組織法(Or-

9anicAct)と一般に呼ばれ43U.S.C.(米国議会)31と

して法典化されているものである.これは“1880年6

月30日に終る財政年度の政府の各種の国家支出および他

の目的のための政府予算"を承認した1979年3月3日付

の議会制定法でUSGSの設置をつぎのようにのべてい

る･“内務省のもとに設置される地質調査所の所長は

上院の助言と同意をもって大統領によって任命される.

当該の官吏は地質調査所の指揮監督および公共地の分類

と地質構造鉱物資源国の領地の産出物の調査を行

うものとする･地質調査所の所長および所員は調査

を行う地域の土地あるいは鉱物資源に個人的あるいは私

的た関心をもってはたらずそして私的た仲間あるいは

団体のために測量や調査を行ってはたらたい".

USGSの法的権限はその後に追加された諸法令によっ

て地理的範囲地質調査地形調査水資源調査の内

容がより明確にされてきた･例えほ地質調査について

は法的確隈が1879年の組織法に明白に含まれているが

化学的研究物理的研究が地質調査の必須部分として認

められてきその業務に対する特別予算が1888年10月2

日付の法令(25Stat.505,526)のたかで議会によって決

定された･1964年の未開地法(16U.S,C.1131)は未開

地として提案あるいは設定された地域での鉱物資源の評

価の権隈を与えた.1974年の災害救助法(42US.C.

5132)は災害警報の権隈を与えた･1977年10月7日の

地震災害軽減法はUSGSの同計画に対する特別の権限

を与えた.USGSの宇宙地質学計画に対する権限付け

は1958年の国家航空宇宙法(42U息α2473)にもとづ

いている.

USGSへの権限付与は後になって管理予算局や行政

管理局の承認によって補足されている.これは国土地

図作成の調査水デｰタの調整デジタル地図作成デｰ

タの調整米国排他的経済水域の地図作成およびこのニ

ュｰフロンティアの探査たどを含んでいる.

岱.研究事業計画

前述の任務･目的に対してさらに具体的な計画が設定

され諸研究活動が展開されている.ここでは個々の計

画の内容を説明するスペｰスはたいので地質総部を中

心にして直轄事業の研究計画他連邦機関からの受託研

究計画国際活動計画についてのべるにとどめる.

1)直轄事業の研究計画

第4表のUSGSの予算表の計画事業項目に示される

ように地質総部は地質災害調査国土資源調査鉱物

資源調査エネルギｰ地質調査海洋地質調査の5つの

大項目のもとでいろいろな研究計画を実施している.ト

ピック的なものとして国土資源調査(地質構造)の連邦一

州共同地質図作成計画(COGEOMAP)が1986年度に当

面28図の計画ではじまり地質図の質の向上と数の増加

に貢献するものとして期待されている.また海洋地

質調査では英国海洋科学研究所との共同研究の広域サ

イドスキャソソナｰ“グロリア"による米国200海里排

他的経済水域の海底音響画像図作成計画が1984年度から

進められ米国西海岸沖についてはすべてに50万分の!

縮尺図36枚からたるアトラスが出版されている･

2)他連邦機関からの受託研究計画

受託事業費予算には州･郡･市町の庁弁連邦各種

財源および他連邦機関の3つの財源がある･このうち

額の大きいのが他連邦機関によるものである､第3表

の他連邦機関からの受託事業予算に示されるように多

くの機関が関係しており研究計画はそれらからの委託

あるいは一部は共同研究(費用分担)として行われる･

地質総部においても受託事業費予算が全体の19%を占

めている.これらは他連邦機関計画と国際活動計画の

2種類に分けられている･他連邦機関計画は数個の

化学分析のような1人年/年のようなごく小規模なもの

からUSGSのなかで十分に確立された長期計画とたっ

ている宇宙地質学計画危険廃棄物処分計画のように

数10人年/年といった規模のものまで含んでいる･小

規模た研究計画を含めれば第3表にあげたものよりさら

に多くの機関が関係Lている.

3)国際活動計画

USGSの国際活動はUSGS組織法外国援助法およ

び関連法令のもと内務省および国務省が外副こおける

調査研究が米国政府の利益に合致すると認めた場合に行

われ主として発展途上国において過去40年間にわた

って実施されてきた.

これらの目標はつぎのようである.①米国内外での

科学的現象の比較研究によって範囲を拡大L国内の研

究の達成を助ける②米国にとって関心のある外国の現

存あるいは潜在的な資源についての情報を得る⑧外国

の機関との2国間あるいは多国間での科学的協力と交流

を行い密接な関係を維持する④国の外国政策に貢献

する国務省を含む連邦機関の国際計画を支援する･

これらの活動の資金は計画の発案者によって少たく

とも一部は負担され技術援助は米国国際開発庁(U.S.

AgencyofIntemationa1Deve1opment)あるいは特定の

地質ニュｰス400号�
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外国政府から提供される･他方科学協力協定のもと

での2国間多国間の国際協力はUSGSの直轄事業費

予算あるいは協力する相手側機関から資金が提供され

る･また共同研究への各参加者はそれぞれの側自身で

費用を負担するかたちをとる.

地質総部の例だと国際活動は地質総部の進行中の

国内研究の拡張として内部からか国務省あるいは国際

開発庁の要請によって提案される･また活動内容と

しては研究所建設技術援助資源評価自然災害の

評価共同研究多国間機関への派遣･参加科学者の

交流研修たどがある･これらは多岐にわたるが大規

模なものはサウジアラビア政府の委託による計画(地質

図作成鉱物資源評価地形図･画像図作成水資源調査を含

む)国立科学財団の委託による南極の地質･地球物理

調査計画などである.

孔あとがき

米国地質調査所(USGS)は巨大た科学的機構であり

われわれに最も関連のある部門の地質総部をとってみて

も西欧諸国のたかでは群を抜く観模であり米国のみな

らず世界の地球科学研究に欠きた影響力をもっている.

近年に資源保全総部の分離独立予算の減少あるいは

頭打ちたどに直面し1983年頃任務･目的の見直しが

行われた.今後のこの巨大機構の動向は注目されてい

るところである.

地質関連の他の連邦機関民間企業および･それらと

USGSとの関係については今回ふれることができたかっ

た.しかし他連邦機関とは各種法令による任務分担

調整がたされ好ましい協力関係にあると思われる･ま

た民間企業については米国では従来から企業の力が強

く連邦機関はもっぱら観制する立場にありUSGSの活

動も他連邦機関や公共へのサｰビスヘ向けられている.

(盛谷智之)
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カナダ地質調査所は1842年の創立でありこれはアメ

リカ地質学会の設立を上廻ること46年実に145年に達

する長い歴史を持つ.したがってこの問所属機関や

業務面で何回かの変遷を経験している.

1879-89年間は岩石･土壌･鉱物のみでなく動物･

植物･考古学をも含めて“Geo1ogica1andNatura咄i-

storySurveyofCanada"と呼ばれ内務省に属した.

1890-1907年間はカナダ経済の著しい発展に合せて地

質調査省に独立昇格した.これはその後鉱山省

(1907年)鉱山･資源省(1936年)鉱山･技術調査省

(1950年)エネルギｰ･鉱山･資源省(1966年)に変更さ

れた.内部部局は近年では地形地質地球物理3部

門に北極圏プロジェクトの4つからなっていた(第8図).

地質調査所の規模は1984-85年実績で805名総予算は

7,271万ドル(翁1=110円計算で約80億円)うち人件費は47

%であった(第5表).

カナダ地質調査所では1986年4月1目に大規模な組織

改革が行われた.大きな点は地球物理部門の併合であ

りかつ若干の研究部の再編成が行われた.新組織は第

9図に示すように研究8部からたりうち5部がオタワ

に3部が地方に置かれている.

I“新しい"地質調査所の機構

1)総長オフィス(Director-Genera1O箇｡e)52名

6,100千ドル(1986-87予算,以下同様).

総長オフィスはオタワに置かれそのスタッフは総長

代理(DeputyDirector-Genera1)チｰフ地球物理家新

技術･国際企画部長科学プログラム実行オフィサｰか

らたる･総長代理は企画･総務部門から特別研究全体

を掌握Lその権限は大きい.

2)地球物理部(GeophysicsDivision)115人一14,200

千ドル.これは元地球物理研究所の地震･地磁気部と重

力･地熱･ジオダイナミックス部および旧地質調査所

の資源物探･化深部の広域地球物理課を中心として作ら

れた.

固体地球の物理学とくにカナダにおけるリソスフィ�
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第5表カナダ地質調査所の最近の予算と人員

部門

1984-85実績

総費用*人員(人)

1985-86予想

総費用*人員(人)

コルディレラ地質都3,997

堆積･石油地質部14,966

先カンブリア地質部5,195

大西洋地球科学部17,121

テレイソ科学部4,951

鉱床･鉱物部5,852

資源物探･化深部11,525

地質情報部4,722

総務･支援部4,024

�

��

�

��

�

�

��

�

�

���

���

���

���

�㈲�

���

��㈷

���

���

�

��

�

��

�

�

��

�

�

合計72.713805

�����

総費用のうち人件費40%庁費･管理費48%

84%技術･総務関係費16%.

*×103カナダドル.

資本費5%,庁費･管理費のうち研究費

アｰアセノスフィア系の大構造を明らかにする責務を持

つ.具体的には地震とその危険度全国的な地震一磁

力一ジオダイナミックス観測網全国的重力･空中磁力

マッピソグ全国的た地球物理デｰタベｰスと表示方法

などの技術開発をおこなう.

この部はジオダイナミックス重力地震空中磁探

地上磁探地球物理機器の6課に細分される･

3)鉱物資源部(Minera1Resourc･sDiマision)166人

一14,600千ドル

この部は旧地質調査所の鉱床･鉱物部と資源物探･化

探都を合併して作られた.

鉱床の生成条件地質区との関連性の研究･鉱床探

�･エネルギｰ･鉱山･資源��

�大臣��

��国務大臣(鉱山)�

�代理大臣��

�副代理大臣��

�地球科学��

�セクタｰ��

測量･地形�地質調査所�地球物理�北極圏大陸棚

調査所��研究所�プロジェクト

査資源行政国土利用企画のための指標作り.大型研

究のための化学鉱物学的分析｡鉱物鉱石標本の保

存管理.鉱床生成の地球化学的プロセスの研究鉱床

探査･資源評価のための応用研究.地球科学デｰタ解

析のための数理統計的手法の開発･鉱床探査や地質図

幅を助ける物理探査手法の評価.

この部は次の5課から構成される･鉱床鉱物学と

化学探査地球化学探査地球物理･

第8図カナダのエネルギｰ･鉱山･資源省の機構図.

1985-86年(文献3).

4)テレイソ科学部(TerrainSciencesDivision)97人

一9,000千ドル

この部は旧地質調査所の同じ部を母体とLこれに資

源物探･化深部のテレイソ地球物理課旧地物研の永久

凍結土研究グルｰプ北極圏大陸棚プロジェクトから氷

河課を移動して作られた.

地殻表層部の形成プロセスを解明L地質･地形デｰ

タを供給する.基盤岩と表層物質を国土利用の面から

評価する.

この部は第四紀地質第四紀環境テレイソダイナ

ミックス堆積学研究の4課に細分される･

5)地球科学情報部(GeoscienceInformation)97人

一4,600千ドル

所の全研究成果をユｰザヘタイムリｰにかつ効果的た

値段で提供する.図書室を地球科学に関して国を代表す

るライブラリｰたりうるよう維持する･GEOSCAN(国

･地域･企業問地球科学文献デｰタベｰス)を維持･管

理する.

地質ニュｰス400号�
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第9図カナダ地質調査所の機構図(文献4).

科学編集･出版･配布図書サｰビス製図サｰビス

デｰタシステムの4課からたる.

6)大西洋地球科学部(AtlanticGeoscienceDivision/

在N.S､州ダｰトマス)122人一13,800千ドル

大西洋と北極海オフショア地域の地質地球物理地

球化学的研究･目的は炭化水素資源探査資源評価に

加えて海域環境保全海岸･海域の工学的性格を知るた

め.

この部は次の5課に細分される｡総務東部石油地

質海域環境地質広域予察計画支援.

7)リンスフィア･カナダ楯状地部(Lithosphereand

CanadianShie1dDivision)108人一9,100千ドル

この部は以前の先カンブリア地質部を主体としこれ

に旧地物研の大陸地殻研究グルｰブの全て旧資源物探

･化深部の空中磁探解析グルｰブの一部を加えて再編成

された.

カナダ楯状地に露出または堆積岩カバｰ下に好在する

1987年12月号

リンスフィアの組成･構造･進化の解明年代学古地

磁気火成･変成岩石学だと.

3つの地域地質課(在Be脈S1aマ･,NorthemChurchi11,

Superior･Grenvi11e)のほか次の4課金楯状地を対象

とする古地磁気年代学岩石学リンスフィア地球物

理からなる.

8)堆積･石油地質部(Sedi血entaryandPetrao1eum

GeOlqgyDivisiOn/在アルバｰタ州カルガリｰ)166人一

16,500千ドル

カナダ西部北極圏における堆積盆のマッピングと堆

積学的研究･石油と石炭資源の評価プログラム作成.

この部は次の6課からたる･広域地質古生物石

炭地質石油地質出版総務.

9)コルディレラ･太平洋岸地質部(Cordi11eranand

PaciicMarginDivision/在B.C州バンクｰバｰとシドニｰ)

75人一6,800千ドル.

バンクｰバｰのコルディレラ地質部に旧地物研の海�
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第6表カナダ州立地質調査所の人員･予算など(1986年)

人員

(スタッフ)

人件費×103ドル(全予

算に対する比率)

事業費合計鉱産物生産量生産量に対す

永久傭用

臨時傭用

×103ドノレ×103ドノレ

1985×106る地質関係費

ドルの割合(%)

ニュｰファンドランド�144�1,283(25.2)�1,200(23.6)�2,602�5,085�927.1�O.55

ノバスコシア�78�n･9･�n･9･�n･9･�3,984�327.8�1.22

プリ:■スェドワｰド島�11�n･g･�n･9･�n･9･�n･9･�1.6�5.40

ニュｰブルソスビック�56�892(69.4)�38(3.O)�355�1,285�550.3�O.24

ケベック�343�n･9･�n･9･�n･9･�15,641�2,236.8�O.70

オンタリオ�184�4,643(29.3)�3,283(20.7)�7,908�15,834�4,565.6�O.35

マニトバ�159�1,879(54.3)�412(11.9)�1,582�3,461�828.5�O.42

サスカチワン�155�1,475(66.4)�241(1O.8)�748�2,223�3,782.6�O.06

アルバｰタ�604�4,114(87.O)�78(1.6)�615�4,729�27,346.0�O.17

ブリティシュコロンビア�210�2,186(53.9)�259(6.4)�1,869�4,054�3,465.O�O.12

ユコソ�42�362(46.1)�143(18.2)�281�786�58.O�O.38

北西テリトリ�30�614(46.8)�90(6.8)�608�1,312�843.8�O.15

合計�2,016����58,394�44,933.1�

｣

出典1文献5,n･g･は明記されていないもの.

洋地質課(シドニｰ)と太平洋地球物理部(シドニｰ)を

合せて編成.

コルディレラとオフショア地域における地震の研究一

一地震災害を緩和するため.ネオテクトニクス研究

同地域リンスフィアおよび炭化水素資源の性質･起源･

進化を解明する･国土利用のための火山災害･地域災

害の予測と評価.

この部は次の6課から構成される.コルディレラ地

質･構造運動地震予知地震学海洋地質･地球物理

重力･ジオダイナミックス地磁気学情報サｰビス.

約1,200万円).人件費が総予算の約%を占める点もわが

国と同様であり一人当りの人件費研究費では日本の

場合と似ていると言える.

皿州立地質調査所

カナダ地質調査所は日本とくらべて約3倍の人的規模

を持つ･カナダの地質調査事業が人的に大きいことは

州立地質調査所で最も端的に表われておりカナダでは

各州が強力た地質調査所を持っている.最大のアルバ

ｰタ州では技術系職員のみで600名以上日本の地質調

I正解説

カナダの地質調査所の機構と人員の配置はカナダの

地質を十分に反映されたものとたっている･地質も楯

状地を中央に東にアパラチア造山帯と大西洋西にコ

ルディレラと太平洋があるたどきわだって地域性を示

しており上記のようだ設定がし易い背景がある.し

たがって“出先"は全て特色ある研究テｰマを持ってい

る.

カナダの地質調査所の規模は約1000人であり国土の

広さとくらべるとこの数は大きいとは言えたい.それ

を補うものとして州立地質調査所がある･これについ

ては後述する.

機構説明の項でのべた人員と1986-87年度の予算を合

計すると次の数字が得られる･

A.人員=998名B.予算95,200千ドルB×110円

/A=1,050万円総予算を総人員で割ると$1=110円レ

ｰトで一人当り1,050万円が得られる(日本地質調査所は

写真1オタワカナダ地質調査所全景.

地質ニュｰス400号�
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各州の面積
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地質関係費
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人口
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査所の約2倍である･その活動も活発でその業務活動

について毎年ProvincialGeo1ogistsJouma1(文献5)

を出しているほどである.

州地質調査所の年間経費は総額で64億円オンタリオ

州が最大で年間17.4億円である.これらの大半(50-

89%)は人件費であり州地質調査所の主要業務が人を

中心としたコソサノレディング業務が主体であることがう

かがえる.臨時職員の比率が高いことも(第6表)ま

た州における特色である.

カナダは年間約5兆円の鉱物資源生産量(1985年)をほ

こっており州地質調査所の主要業務は鉱物資源開発･

保全･管理を主体としたものである.地域に定着した

地質図作成鉱床探査･開発技術相談業務だとは全て

州地質調査所が実施し国はより普遍的で高度研究手法

を伴う業務を実施しているようである.

文献

TheGeo1ogica1Su岬eyofCanada;Pastandpresent.

GSCMisce11aneousRept･45,40p.,1986.

Geo1ogica1SurYeyofCanadaandtheformerE砿th

��楣�牡�����剥癩敷���������

�牴桓捩�捥�捴��������敲��楮�

慮�����������

Price,R.A.(1986)The“new"Geologica1Surveyof

�����杲慮��㈵����

��楴����癩�楡�����猨����癩�楡�

�漱�楳瑳������噯��㈶�

オｰストラリア鉱物資源局

�

㈩

㌩

�

�

(以上の文献はオタワ大学服部恵子助教授により提供されたも

のであり地質調査所海外調査協力室に保管してある)

(石原舜三)

��慵潦��牡���������慮����楣�

���㌷���敲牡������牡�愀

�潮�������數����

オｰストラリアにおいてわが国の地質調査所に相当す

る業務を担当しているのは資源エネルギｰ省に属する

鉱物資源局(略称BMR上記の英語名参照)である.明

文化されたBMRの役割は次の3項目に要約される.

すたわち(1)鉱物資源探査の基礎としてオｰストラリ

ア大陸オｰストラリア沿海地域および南極のオｰス

トラリア担当領域の地質の総合的包括的科学的理解

を進めること･このことは適宜州の地質調査所や

他の適切た機関と共同でまた資源エネルギｰ大臣が

承認した鉱物資源探査に優先権を与えつつ行う必要があ

る.(2)地球科学デｰタに関する国の窮一の情報源たる

こと.またそれらの情報を出版し提供すること｡

(3)BMRの助言により資源エネルギｰ大臣が認めた計

画と優先順位にしたがって鉱物資源評価を行うこと.

1.機構および人員

BMRは研究･資源評価･地球科学デｰタベｰス

の3つの役割に対応した機構をもって業務に当ってい

る､｢研究｣はBMRの最も欠きた活動で4つの研

究部門(大陸地質地球物理海洋地質および石油地質岩石

学および地球化学)と特別プロジェクトおよび地球科学

サｰビス部門BaasBecking地質生物学研究所の協力

のもとに行われている｡資源評価は資源評価部門が

必要に応じて研究部門の協力を得て行っている.全国

的なデｰタベｰスは各部門およびオｰストラリアの他

の地球科学関係の機関の協力を得て資源評価部門内の

グルｰプが作業に当っている.

BMRの職員数は約550大うち研究者が約250人

技術職員約200人事務職員約100人である.第10図

にBMRの機構および各都門の研究者数を示す.

2.予算

1985～1986年度の予算は総額33,683,500オｰストラ

リア･ドルうち職員給与17,185,000オｰストラリア

･ドル管理費･研究費16,498,500オｰストラリア･ド

ルである.予算はすべて連邦政府予算であるが最近

は石油関係のプロジェクトで外部の資金が入ってきてい

るようである.

3.業務の概要と研究テｰマ

1987年12月号�
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所

研究者数(人)

�

一特別プ目ジェクト･地球科学サｰビス都門

(出版･特別プロジェクト･インドネシアオｰストラリア地質

図幅プ回ジェクドダｰウィソオフィス)

一地球物理学部門

一海洋地質･石油地質部門

一岩石学･地球化学都門

一資源評価都門

(鉱物資源･石油資源･デｰタベｰス)

一BaasBecking地質生物学研究所

(CSIROとの共同)

㈴

㌷

�

㌵

㌲

第10図オｰストラリア鉱物資源局(B

44MR)の機構と人員.人員は

1985年現在の数である.

各部門の業務の概要は以下のようである.

大陸地質部門:化石燃料および鉱床を胚胎する堆積盆

の研究･化石燃料の特性と起源の研究･オｰストラ

リアの基盤岩類に対する表層の過程の影響の研究｡堆

積盆の水理地質学的研究.

地球物理学部門:地殻と上部マソドノレの構造と特性の

研究･鉱物資源探査のための空中放射能･磁気探査･

物理探査技術とその応用のための研究･

海洋地質および垢泊地質部門:沿岸の地質学的･地球

物理学的研究.沿岸石油探査の民間合杜デｰタの解析

と集積.

岩;百学および地球化学部門:主要た鉱床区の地質と鉱

写真2キャンベラ市の中央に美しく広がるバｰリィ･グ

リフィン湖に面して建つオｰストラリア鉱物資源

局(BMR:中央右側の建物).中央奥のドｰム

状の建物は戦争記念館.

化作用の研究一とくに鉱床の性質と分布を支配する地

質構造地球化学その他の要因に力点をおいた研究･

主要た岩石グルｰプとそれが胚胎する鉱化作用の研究･

臨㈱遍㏄ki皿g地質生物学研究所:堆積盆中のべ一ス

メタル鉱化作用と炭化水素に関係した地質生物学的過程

の研究.

資源評価部門:オｰストラリアとその領域の石油およ

び鉱物資源のまとめと評価｡世界的視野に立ったオｰ

ストラリアの石油および鉱物資源産業の研究とオｰスト

ラリアの資源の長期予測･資源評価に関係した研究と

政府の石油および鉱物資源行政への科学的･技術的助

言.地球科学および鉱物資源産業のためのデｰタベｰ

スの作製と維持.

特別プロジェクトおよび地球科学サｰビス部門:全国

および国際地質図幅プロジェクトの実施.海外援助計

画および長期プロジェクト(たとえば南極関係)の実施･

地図および出版物の製作.情報提供および図書室と

博物館の緯捺州地質調査所および国際的活動との連

絡.

次に1985～1986年度を例として各分野における研

究テｰマを紹介する.

1)化石燃料

①化石燃料の起源と空間的･時問的分布･②沿岸堆

積盆の解析･⑧大陸資源に関連した地震学的研究･

④オｰストラリア沿岸の総合的研究.⑤現在の海洋環

境における諸過程･⑥海洋系一研究と開発･

2)鉱物

①鉱床:起源と空間的･時問的分布･②鉱床生成

地質ニュｰス400号�
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第11図オｰストラリアの地質区分とB

MRが1984～1985年度に行った

研究の対象地域.

区.⑧風化帯とそれに関連する資源.④鉱化作用の

可能性のある地域の地質図作製とその解釈.⑤沿岸の

鉱物資源:起源と分布･⑥地磁気および古地磁気の研

究｡⑦地殻の物理的性質｡

3)地下水

①べ一スソの水理学.

4)地震モニタリング

①地震災害.②核爆発のモニタリング.

5)国内および国際地質図

①国内地質図.②国際地質図.

6)海外関係

①東南アジアの地質･②南西太平洋の海洋地質.

⑧家中地球科学研究協力.④南極.

7)石油および鉱物資源評価

①石油資源評価および利用可能た資源量･②鉱物資

源評価および利用可能た資源量.

1987年12月号

8)地球科学デｰタベｰス

4.他機関との関係

州の地質調査所とは1:250,OOOスケｰルの地質図の

作製を共同プ回ジェクトとして行っている.

連邦政府には総合的科学研究機関として科学技術

大臣に直属する連邦科学産業研究機構(Cor･血｡nwea1th

Scienti丘｡andIndustria1ResearchOrganization略称CS

工R0)があり国防および原子力分野を除く科学技術の

研究計画を立案実行するとともに社会や産業界に対

して広範た科学技術に関するサｰビスを提供している1

CSIROを構成する5つの研究所のひとつにエネルギｰ

･地下資源研究所(InstituteofEnergyandEarthRe-

sources)がありこれがさらに9つのDivisionに分かれ

ている･各Divisionは研究者数50人程度であるが各

々独立性が強くひとつの独立した研究所で1ある(たと�
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えばMinera1ogyDivision,地質ニュｰス352号).

1982～1983年当時CSIROの総予算のうち

約15%は各種基金および民間企業からの資金

であるといわれていたが近年この傾向はま

すます強くだり外部からの委託研究がCSI

ROの業務の主流を占めているようである.

これに対してBMRの方は近年地球科学

およびエネルギｰ･鉱物資源に関する基礎的

た研究の担い手としての性格を強めている.

(松久幸敬)

���ぎ�倀

但乚��佇��

卵剖�但��匀

懸本所

⑱地域オフィス

公プロジェクト･オフィス

べ

Otara鱈

Hami肚｡n

ム

副瑯�愀

公鯵

坡楲慫���潭攀

��敲

LOWERHuπ

ニュｰジｰランド地質調査所

�汳潮

�睚����漱�楣�卵牙������

倮����㌶��睥版畴琬�睚��
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ニュｰジｰランドの地質調査所は科学産

業研究省(DepartmentofScienti丘｡andIndus-

tria1Research略称DSIR)に所属する22の国

立研究機関のひとつである.ニュｰジｰラ

ンド地質調査所の役割は地質図幅の作製が

第12図

主要た任務であるが研究プロジェクトとし

て堆積岩に関する白亜紀一新生代プロジェ

クトを行っている･また近年は沿岸の石油探査関

係および水力発電に関連した地震構造地質学的研究への

要請が強まっている.

�

�潭睥�

タ

��摩�

�物�捨�捨

ニュｰジｰランド地質調査所の本所地域オフィス

およびプ目ジェクト･オフィスの所在地.

備品費5.5岩国内旅費4%消耗品費3房その他

(国外旅費･図書費･車両費等を含む)13.5%である.

DSIRでは委託研究の受注による外部からの研究費の

ユ.機構および人員

本所はウェリントン市郊外のロワｰ･ハッ

ト市に位置し6つの研究部門と管理都門か

らたっているが他に5ケ所の地域オフィス

と4ケ所のプロジェクト･オフィスを持って

いる(第12図)･1984年現在の職員数は151大

うち研究者が95人技術職員33人事務職

員23人である.人員の割に全国に多くの地

域オフィスとプロジェクト･オフィスを持っ

ているのが特徴で全職員の30%がこれらの

オフィスにいる.第13図にニュｰジｰラン

ド地質調査所の機構および各部門の人員を示

す.

所

長一

2.予算

第13図

1984～1985年度の予算は4,864,000ニュｰ

ジｰランド･ドルうちわけは人件費74老

一管理都門(タイピスト4人を含む)

一図書室

一鉱床および地質サｰビス都門

一地質工学部門

一地域地質部門

一古生物学部門

一堆積資源部門

一岩石学およびプ回ジェクト部門

一地域オフィス(5ケ所第12図参照)

一プロジェクト･オフィス(6ケ所第12図参照)

ニュｰジｰランド地質調査所のの機構と人員.

(1983年現在).

人員(人)

�

�

�

㈹

�

�

㈹

�

地質ニュｰス400号�
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写真3ワイラケイ地熱発電所.1958年以来の発電の歴史を持

ち157メガワットの発電能力はニュｰジｰランドの

全電力供給量の約5%に相当する.

導入の傾向が強まっている.

3･業務の概要と研究テｰマ

ニュｰジｰランド地質調査所の研究計画は1)基本研

究計画2)特別研究計画3)応用地質研究計画の3つ

に分けられる･1983～1984年度を例として各分野の

研究テｰマを紹介する.

1)基本研究計画

①広域および特別地質図の作製｡②白亜紀一新生代

プロジェクト.

2)特別研究計画

①古生代一中生代古生物層序と分類.②新生代の微

化石による古生物層序と分類.⑧新生代の花粉学的

研究.④新生代の大型化石による古生物学.⑤古

環境学.⑥深成･変成岩類の研究.⑦堆積学的研

究.⑧火山学および熱水系の研究.⑨地殻変形の

研究｡⑩固相の酸素･炭素同位体の研究.⑪古地

磁気学的研究.⑬第四紀地質.

3)応用地質研究計画

①石油｡②石炭.⑧鉱物資源.④地質工学.

⑤土地利用と環境･⑥地熱開発･

4.他機関との関係

DSIRには地球科学関連の研究機関(その機関の一部

で地球科学に関係したテｰマを研究Lているものも含む)とし

て地質調査所の他に地球物理学部門(Geophysi.s

Division)化学部門(ChemistryDivision)および核科

学研究所(InstituteofNuc1earSciences)がある.こ

れらの研究機関および大学との間の研究老の交流は活発

1987年12月号

で一方が他方へ予算を出して実験施設を共同利用する

ことも行われている･研究施設と研究テｰマの集約化

はニュｰジｰランドのおかれた人的･経済的制約からく

の中心であるワイラケイ(写真3)にはDSIRの地熱研

究センタｰ(Geotherma1ResearchCentre)があり化学

部門地球物理学都門地質調査所が共同で研究に当っ

ている･たお地熱発電事業そのものはエネルギｰ省が

担当している.(松久幸敬)

“世界の主要な地質調査所"

一まとめにかえて一

以上2回にわたって世界の主要な国の地質調査所

の機構･人員･予算･他機関や民間との関係対外援助

たどについての情報をそれぞれの国毎にまとめてもら

った･こ∫では各項目毎に各国を比較し共通点や

特異な点を抜き出し日本の地質調査所の置かれている

位置を知る資料としたい･

地質調査所の所属する省庁

各国の地質調査所の所属する政府機関は大別して

日本の通産省に相当する省としての産業省(フランス北

欧3国)鉱山エネルギｰ省(オｰストラリアカナダ)経

済省(西ドイツ)などが最も多い.この他日本の科学技

術庁に相当する科学技術省(ニュｰジｰランド)や社会

主義国に独特の地質省(ソ連中国だと)のように独立し

た省に属する国がありとくにアメリカは内務省に属し

議会や予算省と直結しており地質省と同様に大きな法

的権限を与えられている.一方純粋の政府機関から

移行して大部分が政府出資の公社タイプの組織に属す

る国も増えている(イギリス韓国チリ).フランスの

BRGMは産業省に属する政府機関とはいえ民間から

の委託費や自らの企業活動による利益を財源にあてて

いるなど公社あるいはもっと企業に近い性格をもつこ

とは注目される.

所内の機構

まず各所の企画部門に注目したとき管轄省庁か

らの人材や有識者からたる理事会(Comci1又はBoard)

によって各所の運営が行われる国(フランスオｰスト

ラリア西ドイツ)はその予算の財源を直轄の省庁から�
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第7表各国の地質調査所の職員数と予算

国名

(研究所名)

アメリカ*

�升���

日本

�半�

西ドイツ*

���

イギリス

���

フランス

�則�

カナダ*

�千�

オニストラリア*
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注)1)*は州立地質調査所の完備Lている国を示す.

2)各国の欄の下段は%を示し下線のあるものは仮定された%である.従って上段のカッコ内の数字も仮定に基づく.

3)アメリカのUSGSは地質総部(Geo1ogyDivision)のみをとり上げた.

4)各国のデｰタは1984～1986年度のものを用いた.一部各国別の記述と合わないものもある.予算の円換算は個別のレｰトを

用いた.

だけでなく他省庁予算や民間からの委託費にあおいで

いる例が多い･多くの所は企画部門をもっているが北

欧3国ではそれがなく所長や部長の強い権限で運営が

行われていることが予想される.

研究部門の組織の区分の仕方は多くの所で課題別に

4～5部に分けているがイギリスやフランスでは基

礎部門とプロジェクト部門に分けている.アメリカで

も一時後者の区分を試みたことがあるが運営に行きっ

'まった末現行のようだ組織区分にたったと云われてい

る･研究課題による部の区分の仕方は各国の地質構

成の実態を反映した区分と専門分野による区分ろ組合せ

によって決ってくる.

海外調査探査都門の大きさは国によって欠きた差が

認められる･とくに西ドイツフランスイギリス

において大きく一つの部を海外調査専門にあててい

る.西ドイツでは国内の地域地質は州立地質調査所

が担当し海外は連邦政府地質調査所が担当している.

次に各国における地質調査所の出先の存在について

みるたらぱ国土の大小にかかわらず配置されているこ

とが注目される..例外として西ドイツとオｰストラ

リア両副ま州の地質調査所が完備しているため連邦

政府の地質調査所が中央に集中している･出先の揚模

からみると均等な大きさの出先を3ケ所にもつアメリ

カに代表されるように大きな中央機関をもたたい国

(カナダフィソラソトニュ_ジ_ランドなど)と本所が大き

く小さな支所･出張所をもつ国(イギリスフラゾススウ
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エｰデンノルウェｰ)とがある.たおアメリカカ

ナダでは州の地質調査所が完備していてもたお欠

きた出先に分散している･日本にとって比較の対象と

たるのはイギリスたどのように州の地質調査所がたく

本所に比較して出先の小さい国であろう.これらの国

でも出先は単に地域地質を担当するだけでなく特定の

専門分野の研究あるいは観測を担当している場合があ

る.

人員

第1表に各国地質調査所の職員総数その対人口比率

研究者･技術者･事務系職員の比率総予算額人件費

と研究費(人件費を除く総予算)職員1人当り予算額研

究者1人当り研究費たどを一部推定を含めて示した.

(なおUSGSについては地質総部のみについてとり上げた)

職員総数の観模でみると2,000人前後の2国と300人

以下の3国はグルｰプとしてまとめられるがこの問に

入る6ケ国はグルｰプをたさたい･職員の数は国土の広

さ(旧海外領土を含め)や人口によっても左右されるであ

ろう･人口百万人当りの職員数を比較してみると30～

50人が最も多い･こkから少ない方にはずれる国に説

明を求めるとするとUSGSはその全体の職員数7900人

をもってすれば適当た値(34人)を得ることができ西

ドイツは国土の面積の割に州の地質調査所が完備して

いることで説明される･イギリスは1981年頃の1100人

のレベルに戻しても百万人当り20人で元々少たかった

上に最近4～5年の問に急激に減少してきており公社

タイプの経営で図幅調査や基礎研究の予算も縮少されつ

つあるという状況を反映している･日本の場合は1960

年代の480人のレベルでも圧倒的に少ない.この理由

は他省庁の関連研究機関や公社･公団の存在だけで説

明してしまえるとは思われたい.逆にフィンランドの

規模が大きいことが特徴的でこ∫では鉱物資源部門が重

視されている･1982年に分割される以前のスウェｰデ

ンが750人の職員をか∫えていた当時と似ている.

一方研究を支援する技術者の職員総数に占める比率

は一般に17～43房の範囲に入るが日本はとび離れて

少ない特徴を示す･逆に事務系職員については日本

とフランスが他の国に比べて高い割合を示す.BRGM

は大規模た経営業務をか∫えておりそれに対応する事

務系職員が多いことで説明できよう.またBRGMの

技術者の中グラフィック及びコンピュｰタｰ関係の技

術者が35名近くを占めており新しいタイプの研究支援

業務への要請に応じて構成が変えられていることを示し

ている･勿論日本における研究者と技術老の区分の

仕方と欧米のそれは異たるし技術者の待遇の仕方も目

1987年12月号

本の方が著しく悪いことを考慮すれば上述の比率の差

も縮めて理解することはできるが後で述べるように研

究者当りの予算額が日本は高い方に属していることか

ら研究支援はアルバイトか外注で解決すべしという方

針が容易に導かれる.

予算

予算総額を第1表で比較すると職員数で大規模な3

国で100億円以上小規模で15億円以下その中間の30

～60億円と3つに大別できる｡それらを職員一人当り

の金額として比較してみると日本を含む1,OOO万円以

上の国600～750万円の国そして450万円以下の国に

分けられる･日本の場合は予算の割に職員が少たいこ

とを表わしている.国民1人当りの予算額を算出して

比較すると日本は最も低い値を示した.

予算総額に占める人件費の割合は多くの国で40～

60%の範囲に入るがニュｰジｰランドでは70%以上を

占めている.そこでニュｰジｰランドを含めて各国の

予算総額から人件費を差し引いた額全てを研究費とし

て研究者1人当りの研究費を計算してみるとアメリ

カが1,500万円を越しカナダフランス目本西ド

イツが900～1,100万円の範囲に入り研究費の割には研

究老が少ないとも云えるし研究者当りの研究費を豊か

につけているとも云えるグルｰプを形成し次に650～

750万円のグルｰプが続きや∫離れて350万円前後のグ

ルｰプそLてとび離れた140万円以下のニュｰジｰ

ランドは高い人件費に悩みつつ委託研究費の導入の傾向

を一層強めている.

地質調査所に特有の予算である旅費の割合を示す資料

が少ないので明確ではたいが例えばノルウェｰでは

予算総額の11劣ニュｰジｰランドで4房だとの例と比

較すると日本の1.8%は低すぎると云えよう.

つぎに各国の予算の供給源についてみると多くの

国で本省庁からの予算が主体で20～30房を他省庁予算

や自治体法人ときには民間からの受託研究費によっ

ている.日本では他省庁予算といっても本省予算と

何ら変るところはたいがアメリカやイギリスにおいて

は他省庁との間に委託契約を結ぶという考え方に基づい

ておりその場合基礎研究費の性格が薄いものとたらざ

るをえない.またオｰストラリアのCSIRO連邦科

学産業研究機構の研究所は大臣直属ではあるが社会

や業界へのサｰビス機関として民間からの委託研究費

を受入れる傾向が強まってきておりニュｰジｰランド

のDSIRに属する地質調査所においても同様た傾向がみ

られる･フランスのBRGMは自らの鉱山経営や機

器の販売による収入で総事業費の50%以上をまかたっ�
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ており半官半民の経営と云ってよくその依っている

法的体系に興味が抱かれる.

業務

各所の業務は各国の地質実態や各所の設立目的に

よって多様であるが一般に図幅調査と資源探査に重点

がおかれこれらに続いて災害地質土木地質地下水

たどさらに基礎研究といった区分もみとめられる.

図幅調査のうちとくに図幅の完成率をみるとイギ

リス(1/5万)30%フランス(1/5万)75%フィンラン

ド(1/10万)50房たどである･アメリカでは法律によっ

てこれらの成果品を販売することが認められており

その売上げ(総予算の2.2%)を研究予算の財源とするこ

とが可能となっている.

情報の収集とサｰビス提供についてはどの国も熱心

に地質に関する情報の収集デｰタベｰスの作成と提供

を行っている.フランスやイギリスでは法律によって

土木工事や資源の開発に伴って得られた地質情報を地質

調査所に申告する義務をもた畦ており見返りとしてデ

』タベｰスの利用提供サｰビスを行ってきた.部相当

あるいは課相当の組織を情報部門にあて情報処理の専

門家を集めているのが一般的た傾向である.

海外に対する協力についてみると西ドイツイギリ

スフランスのように組織として大規模た海外部門をも

つ国と比較的小規模た部門をもつアメリカ日本だと

の国に分けられる｡多くの国では日本のJICAのよ

うな協力資金を提供する機関からの予算を利用Lてい

る.北欧3国では専門家の派遣や小規模たプロジェ

クトの実施に当っており日本とよく似た状況である.

とくに資源開発部門で公社･公団が設けられている国

として石油関連でスペインノルウェｰ目本たどが

あげられる｡金属鉱業ではスウェｰデンの地質調査所

が760人規模であったところから一挙に人員の%を分

割して探査公社を作ったため地質調査所が弱体化し

た.またスペインではやはり分割によって資源関

連の6つの公社を設立した例があげられる･イタリア

ではさらに公社化が進んで政府機関としての地質調査

所の実態が欠くなってしまったと云われている.

以上世界の中で社会主義諸国を除く主要た国々の

地質調査所のおかれている状況を比較しだから展望し

てきた.予算の推移や研究課題の選択などにまつわる

年報には表現できない各国の台所車清までのぞくに至っ

ていたいので極めて不満足ではあるが各国に共通し

て云えることは国土の実態を把握し災害から国民を

守るといった基盤的た調査研究はやはり国として負う

べき仕事でありこれを国の機関が実施していく上で

法的にも財政的にも継続的た安定Lた支援をどこま

で得られるかによって“地質調査所"の運命は決る.

それはまたスタッフ白らが常に国民に向って支援を

呼びかける努力にもか上っていると云えよう.

(白波瀬輝夫)

他の地質関連機関との関係

連邦制の国においては州の地質調査所と連邦政府の

地質調査所との役割分担が明確にされている(アメリカ

カナダオｰストラリア西ドイツ).一般に州で地質図幅

を作成発行し連邦は海外の調査や基礎研究全国的た

調査を担当している･また資源関連では鉱山局が別

に存在する国では地質調査所の資源部門はより基礎的

た研究を分担する例が多い.

地質ニュｰス400号�


